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年齢不詳 65歳以上 15～64歳 0～14歳

現状と交通課題

 地球温暖化の主な原因であるCO2の総排出量は近年増加傾向。民生（家庭、業務）部門のCO2
排出割合が全国、北海道と比べて高い

 市民生活や自動車利用によるCO2排出量削減、エネルギー転換を更に進めるため、再生可能エ
ネルギーの導入等の取組が重要

資料：札幌市第２次都市計画マスタープラン（H28（2016））

 集中豪雨による浸水、雪による交
通麻痺に伴う都市機能停滞など、

自然災害リスクが存在

 都心に多くの企業が集積する札幌
の被災拡大は、道内全体に大きな

影響を及ぼす可能性がある

 災害発生時において社会経済機能
を保護することが重要

 都心周辺・郊外部では、街形成の過程
や周辺環境が異なるなど、地域が有す

る特徴は様々

 交通利便性が高い地下鉄駅周辺等に居
住ニーズがある※1

 ゆとりある居住環境を備えている郊外
部での居住ニーズもあり※2、市民のラ

イフスタイルが多様化

資料：北海道開発局（平成26年9月11日からの低気圧に伴う豪雨による出水の概要）

 近年、アジア諸国をはじめとする海外
での北海道・札幌の人気が高まってお

り、外国人観光客は大幅に増加

 今後、海外からの活力を取りこみ、経
済・地域の活性化に向けた競争力を強

化していくことが重要

 来訪者の滞在・周遊・再訪を促進する
ため、宿泊キャパシティや情報提供

サービスの向上など、満足度を高める

受入環境整備を進めていく必要がある
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 生産年齢人口の減少による市税収
入の落ち込みや社会保障費の増大

が懸念

 公共施設や道路などの都市基盤は
老朽化が進み、近年維持・更新に

必要な費用が増加

 道路事業費はピーク時（H7）の約
6割に減少しており、効率的な維

持・更新を図っていくことが重要

資料４

(1) 社会経済情勢

人口減少・超高齢社会の到来

ライフスタイルの多様化

グローバル化の進展

環境・エネルギー問題の深刻化

災害に強い都市の構築

財政状況の制約

事
業
費
（
億
円
）

※2

※1

1

2

9

4

4

1

2

1

5

21

64

45

3

2

4

6

1

28

51

64

6

2

2

4

11

26

46

70

8

4

9

8

12

33

33

122

0 50 100 150 200 250 300 350

その他

高齢期に暮らしやすい環境が

整っているから

治安および防犯上の安全性が

高いから

子供を育てる環境が良いから

居住環境に満足しているから

スーパーや医療施設が近所に

充実しているから

交通利便性が良いから

住んでいる地域や住宅に満足

しているから

都心 拠点 複合型高度利用市街地 一般住宅地 郊外住宅地

［現在の居住地に住み続けたいと思う理由］

［外国人宿泊観光客の推移］

［部門別CO2排出量割合(H26年度)］

［平成26年9月の集中豪雨］

［道路事業費の推移］

 札幌市の人口はこれまで増加してきた
が、今後人口減少に転じる見通し

 高齢者の割合は2015年の25％から2030
年には33％まで上昇する予測

 生産年齢人口の減少による経済規模の
縮小が懸念

 人口減少、高齢化に対応した福祉・医
療の機能、買物等の生活利便機能の確

保が重要

［人口および年齢構成比の推移］

資料：国勢調査（H27(2015)）、札幌市推計値（H25(2013)）

※（）内はH28年度における
外国人の宿泊延べ人数

［市内CO2排出量］

※2

※1

札幌市伸び率

道央都市圏伸び率

北海道伸び率

１
資料：札幌市観光統計データ（H28（2016））、北海道観光入込客数調査報告書（H28（2016））

札幌市温暖化対策推進計画進行管理報告書（H29.5公表）
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札幌市温暖化対策推進計画進行管理報告書（H28.5公表）
北海道環境生活部 2014(H26)年度の温室効果ガス排出量について

エネルギー転換
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現状と交通課題

 外出率は、18～29歳、30～64歳では減少
している一方、65歳以上では大きく増加

しており、近年アクティブな高齢者が増

加していると推察される

 高齢者の移動にも配慮した誰もが利用し
やすい交通環境が求められている

 18～29歳の自動車の運転頻度は、他の年
代に比べ少ない

 近年、18～29歳の運転する人の割合が大
きく減少しており、若者の車離れが確認
できる
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以前は運転していたが現在は全くしない 全く運転しない 無回答
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資料：第4回道央都市圏PT調査（H18(2006)）、市民アンケート調査（H29(2017)）

 都心部及び放射・環状の幹線道路の交
差点周辺で旅行速度が低下するなど、

局所的な交通混雑が発生

 交通の分散化や交差点改良、道路空間
の再配分など、既存道路をより有効に

活用しながら、自動車交通の円滑化を

図ることが重要

資料：道路交通センサス（H27(2015)）

 近年、公共交通利用者数は緩やかに増加

 人口減少下における都市機能の維持発
展・成長を交通面から支えるため、公共

交通を軸とした利便性の高い交通体系を

構築していくことが求められている

資料：札幌の都市交通データブック（H29(2017)）

 2030年度末の北海道新幹線札幌開業によ
り、北海道全体の交流人口の増加が予測

される

 札幌開業を見据え、円滑な広域交通ネッ
トワークを構築し、新幹線開業の効果を

全道へ波及する事が重要

 都心には、行政・企業、商業等の都市
機能が集積しており、今後人口減少局

面を迎える中、札幌都心の都市機能の

重要性はますます高まる

 人口100万人以上の政令市の中で、都心
から高速道路までの距離が最も遠く、

特に冬期は速達性・定時性が確保され

ていない

 都心部では、荷捌き貨物車等の路上駐
停車により、局所的・一時的な交通混

雑が発生し、人・物の円滑な移動サー

ビスが確保されていない状況

 自転車は歩道通行が多く、中には危険
な通行をしている場合があり、歩行者

の安全確保が課題

資料：北海道ホームページ

新函館北斗～札幌間
2030年度末開業予定

新青森～新函館北斗
2016.3.26開業！

貨物車

1717台

58%

一般車

846台

28%

タクシー

405台

14%

バス

11台

0%

アクティブシニアの増加

若者の車離れ

公共交通利用状況の変化

都心と高速道路間のアクセス強化

都心のまちづくりを支える交通体系の実現

局所的な交通混雑

交通事故対策

［年代別の外出率の推移］

 事故発生割合が特に高い箇所について、
警察庁と国土交通省から事故危険箇所
の指定を受け、死傷事故件数を約３割
抑止することを目標に事故対策を実施

 これまで市内75箇所が指定を受け、道
路改良や交通安全施設の設置等の対策
を実施してきているところであり、今
後も継続して取組を進める必要がある

凡 例

●第１次計画（H15～H19） 48箇所
●第２次計画（H20～H24） 11箇所
●第３次計画（H24～H28） 8箇所
●第４次計画（H28～H32） 8箇所

H18PT
H29調査
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北海道新幹線開業を見据えた広域ネットワークの強化

［年代別の自動車運転頻度の推移］

［公共交通の利用者推移］ ［札幌市内主要道路網の旅行速度］

［都心における自転車通行実態］（左図）
［大通地区における車種別路上駐停車台数］（右図）

［札幌市における
事故危険箇所指定状況］

［北海道新幹線駅・ルート図］

札幌～
新函館北斗
約211km

新函館北斗
～新青森
約149km

在来線との供用区間
約82km

凡 例
営業路線
整備計画路線（事業中）

調査
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約54km
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よく運転する（ほぼ毎日） たまに運転する（週に1、2回） ほとんど運転しない

以前は運転していたが現在は全くしない 全く運転しない 無回答

［人口100万人以上の政令市における都心駅・最寄りIC距離の比較］

人口100万人以上の
政令市で最も遠い

（11都市中11番目）

※赤枠は「運転する人」の割合を示す

資料：第4回道央都市圏PT調査（H18(2006)）、市民アンケート調査（H29(2017)）

資料４

(2) 交通を取り巻く状況

２

資料（右図）：路上駐停車調査結果（H26（2014））
※平成26年9月平日の7時台～19時台の路上駐停車台数（対象：大通地区）

資料（左図）：自転車通行空間の実証実験結果※ピーク時2時間の自転車交通量をカウントした結果
北1条通（H24(2012))、西3丁目線(H25(2013))、西5丁目線(H27(2015))

H27センサス旅行速度
主要渋滞箇所
40km/h以上
30km/h以上40km/h未満
20km/h以上30km/h未満
20km/h未満


